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契約当事者に対する不法行為責任
――アメリカ法における不誠実な契約違反という不法行為――








１．は じ め に
アメリカ法上，保険契約の分野で一定の契約違反を独立の不法行為として理
























































































の黙示の約款の法理」（good faith and fair dealing）を根拠として，保険者が被
保険者の利益を考慮しなかったとして不法行為の訴訟原因を認めた。これが
Brown v. Guarantee Ins. Co. 判決１２）である。被保険者が１５，０００ドルの不法行為
訴訟を提起され，自動車保険の保険者が保険金額の限度額である５，０００ドルの
和解要求を被保険者に知らせることなく拒絶したケースであった。この事件に























そして，さらに１９６７年，カリフォルニア州裁判所は，Crisci v. Security Ins.
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P. Goldberg, Twentieth-Century Tort Theory,９１GEO. L. J.５２１（２００３）. そして近時は，「法と
経済学」の立場から不法行為法の抑止的効果がますます強調されるようになってきている。
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